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平成１８年に障害者自立支援法が施行されて以降、障害者の個別支援が唱えられはじ

め、障害者自立支援法対応パッケージ・ソフトウェアがいくつかの IT 企業より提供さ

れている。それに伴い、先進的な施設では個別支援計画および支援記録の作成に IT を

導入する動きが出始めているようである。そこで本研究では、障害者の個別支援計画お

よび支援記録の IT 化の実態を把握し、IT 化の課題を明らかにすることを目的としてア

ンケート調査を実施した。

調査の結果、障害者関係施設におけるIT化の現状および課題は次のように考えられる。

�１ 山梨県および長野県ともに、ほぼ同水準で障害者個別支援計画または支援記録の作

成における IT 化が進展している。

�２ 障害者個別支援計画および支援記録の作成に関する IT の導入は、いずれも利便性

の向上が認識されている。

�３ 障害者個別支援計画および支援記録の作成における IT の導入は、市販ソフトの購

入が多い。

�４ 市販ソフトを購入していない施設にとって、独自ソフトを開発することはあまり現

実的ではない。

�５ IT を導入していない施設は、コスト高を敬遠する傾向にある。

�６ IT を導入していない施設は、コスト高への敬遠に加え、必要性を感じないことや、

職員の操作技術に不安を抱いている。
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１．調査の目的

福祉施設における IT 化は、一般の企業に比較するとその進展が遅れているといわれ

てきたが、情報機器の低価格化等により導入促進が図られている。中でも老人福祉施設

におけるパソコンの利用は他の福祉施設に比べ進んでいる。このことは、給付等請求業

務やケアプラン作成業務に見られるように、特定の業務向けに開発された有効なパッ

ケージ・ソフトウェアの普及により、パソコンの導入が大きく促進されたものと考えら

れる。

一方、平成１８年に障害者自立支援法が施行されて以降、障害者の個別支援が唱えられ

はじめ、障害者自立支援法対応パッケージ・ソフトウェアがいくつかの IT 企業より提

供されている。それに伴い、先進的な施設では個別支援計画および支援記録の作成に IT

を導入する動きが出始めているようである。そこで本研究では、障害者の個別支援計画

および支援記録の IT 化の実態を把握し、IT 化の課題を明らかにすることを目的として

アンケート調査を実施した。

調査対象は本学の所在地であり、学生の実習その他でかかわりあいの深い山梨県内に

加え、調査件数の累増および地域格差の分析のため、隣接する長野県の障害者関係全施

設とした。

２．調査方法

調査は、社会福祉法人山梨県社会福祉協議会発行の「福祉のしごとガイドブック」に

記載されている障害者関係全７６施設と、社会福祉法人長野県社会福祉協議会の HP注１）に

掲載されている障害者関係全１５２施設を対象とした。

調査項目は、障害者個別支援計画および支援記録作成へのパソコン導入の有無やその

効果、使用するソフトウェア、導入に伴う課題等である。

調査期間は平成２０年７月１日から平成２０年７月２５日であった。回答があったのは、山

梨県３４施設、長野県７２施設であり、回収率は４６．５％（山梨県：４４．７％、長野県：

４７．４％）であった。アンケートの施設種別調査数、回収数、および回収率を山梨県、長

野県別に表１、表２に示す。

表１ 施設種別アンケート送付、回収状況（山梨県）

施設の種類 調査数 回収数 回収率

知的障害者支援施設 ５３ ２２ ４１．５％

身体障害者支援施設 １３ ６ ４６．２％

精神障害者支援施設 ６ ４ ６６．７％

障害児関係施設 ３ １ ３３．３％

その他 １ １ １００．０％

計 ７６ ３４ ４４．７％

健康科学大学紀要 第７号（２０１１）
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図１ 職員数（１０６施設）

３．調査対象施設の概要

３．１ 施設の利用者数および職員数

全施設を対象に職員数を図１に示す。

入所、通所別の利用者数を図２、図３に示す。同一施設で入所、通所者がある場合は

各々へ算入し、回答のない施設（空白）は算入していない。

表２ 施設種別アンケート送付、回収状況（長野県）

施設の種類 調査数 回収数 回収率

知的障害者支援施設 ７９ ３５ ４４．３％

身体障害者支援施設 ３２ １１ ３４．４％

精神障害者支援施設 ２８ １７ ６０．７％

障害児関係施設 ９ ５ ５５．６％

その他 ４ ４ １００．０％

計 １５２ ７２ ４７．４％

障害者個別支援計画および支援記録に関する IT 化の現況
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図２ 入所利用者数（回答施設数：５８）

図３ 通所利用者数（回答施設数：７１）

図４ パソコンの導入状況（全１０６施設）

３．２ パソコンの導入

障害者個別支援計画または支援記録へのパソコンの導入状況（全１０６施設）を図４に

示す。

健康科学大学紀要 第７号（２０１１）
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図５ 職員の仕事量の変化

４ パソコン導入済みの施設

すでにパソコンを導入している６２施設での導入時期、導入効果を次に示す。

４．１ パソコンの導入時期

パソコン導入済みの施設において、導入時期は平成１４年から平成１７年に集中してい

る。これは平成１８年の障害者自立支援法の施行に合わせて導入した施設が多いことを示

している（表３）。

４．２ 職員の仕事量の変化

パソコンを導入済みの施設において、導入した結果の職員の仕事量の変化は、どちら

でもない４４％、分からない１８％であり、仕事量削減の効果はあまり期待できない（図

５）。

４．３ 個別支援計画への役立ち

パソコンを導入済みの施設（６２施設）を対象として、個別支援計画に役立っているか

の問いにたいしては６３％の施設が役立っていると回答した（図６）。

表３ パソコンの導入時期

導入年 施設数 割合％

平成１３年以前 ８ １２．９％

平成１４年～１７年 ３７ ５９．７％

平成１８年以降 １１ １７．７％

回答なし ６ ９．７％

計 ６２ １００．０％

障害者個別支援計画および支援記録に関する IT 化の現況
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図６ 個別支援計画に役立つか

図７ 支援記録に役立つか

４．４ 支援記録への役立ち

パソコンを導入済みの施設（６２施設）を対象に、支援記録に役立っているかの問いに

たいしては７２％の施設が役立っていると回答した（図７）。

４．５ パソコン導入の良い点、悪い点

パソコンの導入の良い点（表４）、悪い点（表５）についての自由記述の内容を関係

項目別に分類した。

健康科学大学紀要 第７号（２０１１）
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表４ パソコンの導入の良い点

自由記述の内容 件数

データベースの
作成・修正・活
用・管理

作成 記述しやすい ４

集約、一覧表作成が容易 ３

書式の統一、充実 ２

修正 修正し易い
加工しやすい

１１

利用 読みやすい １２

すぐプリントできる １

情報管理 情報管理し易い
管理が統一できる

１２

効果 迅速化・省力化・
効率化

給付費等の請求に有効 １７

データの共有・再
利用

データの分析ができる内容の確認ができる ３３

支援業務の充実
業務管理の充実

台帳との連動が行える
セキュリティがしっかりしている

５

その他 紙面の削減 １

セキュリティ意識の向上 １

パソコンを他に使える １

パソコンが得意な人には有効 １

表５ パソコンの導入の悪い点

自由記述内容 件数

データベースの
作成・修正・活
用・管理

作成 時間がかかる 目が疲れる ７

文字数が決められている １

画一的になり易い ２

入力ミスが起こる ２

修正 修正できない、しにくい １

利用 データの信頼性が低い １

印刷しないとデータとして認められない １

感情が伝わらない
冷たさ

３

セキュリティ セキュリティが悪い １０

効果 非効率化 知識・労力の増大
事務量の増大

４

その他 トラブル パソコンに不慣れで時間がかかる ２０

パソコン操作により作業の中断 １

保守が必要 １

漢字を忘れる １

コストが高い １１

トラブルによる停止 麻痺 ７

サービス低下 利用者と向き合う時間の減少 １

パソコン操作を仕事と勘違いしている １

障害者個別支援計画および支援記録に関する IT 化の現況
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図８ 市販ソフトの使用

４．６ 市販ソフト注２）の使用

パソコンを導入している施設の内６１％の施設では、市販ソフトを使用している（図

８）。

４．７ 使用している市販ソフト

使用している市販ソフト名と販売元、使用件数を表６に示す。

４．８ 市販ソフトの使い勝手

使用している市販ソフトの使い勝手は概ね良好であった（図９）。

表６ 使用している市販ソフト名と販売元

販売元 ソフト名 使用件数

マウント 利用者ケース記録システム １３

日立情報システム 福祉の森 ７

日立情報システム プランゲート ４

NDソフト ほのぼのシリーズ ６

新興サービス 福祉のこころ ３

サーブ 生活支援システム １

ワイズマン 障害者支援システム １

内田洋行 絆 １

健康科学大学紀要 第７号（２０１１）
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図９ 市販ソフトの使い勝手

図１０ 独自開発ソフトの使用

４．９ 独自開発ソフト

市販ソフトを使用していない施設において、施設独自に開発したソフトを使用してい

るのは約半数であった（図１０）。

４．１０ ソフト独自開発の理由

ソフトを独自開発する理由は、市販ソフトの仕様が合わない、高価などである（表

７）。

障害者個別支援計画および支援記録に関する IT 化の現況

25



図１１ パソコンを導入しない理由

５．パソコンを導入していない施設

現在パソコンを導入していない４４施設（今後導入するを含む）における導入しない理

由を図１１に示す。

なお、複数選択が可能の項目であり、回答数は６９であった。

その他と回答した施設の内、自由記述に記述された理由は

�１ 自立支援法へ移行後に向けて、検討中、将来導入する：５件

�２ コスト高である：２件

�３ 小規模施設であり暇がない。他の業務に追われている：２件

�４ 市販ソフトがあることを知らなかった。導入の仕方が分からない：２件

�５ パソコン導入のメリットがない：１件

�６ 検討していない：１件

であった。

表７ ソフト独自開発の理由

独自ソフト導入の理由 件数

市販ソフトが高価である ３

独自ソフトの方が良い。市販ソフトの仕様が合わない ２

必要に応じて汎用ソフトで作成している。 ３

準備中、勉強中である。 ２

法人で決定等 ２

その他 ３

健康科学大学紀要 第７号（２０１１）
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図１２ パソコンの導入時期（県別）

図１３ 職員の仕事量の変化

６．山梨県、長野県の比較

６．１ パソコン導入済みの施設

障害者個別支援計画または支援記録の作成にパソコンを導入している施設は、山梨県

が１９施設（５５．９％）、長野県が４３施設（５９．７％）であり、ほぼ同水準であった。

�１ パソコンの導入時期

導入時期は長野県が先行していたが、平成１４年以降山梨県の導入が促進されている

（図１２）。このことは山梨県の施設が平成１８年の障害者自立支援法の施行に合わせて導

入したと考えられる。

�２ 職員の仕事量の変化

パソコン導入による職員の仕事量への影響は、仕事量が減った、仕事量が増えた共に

大きな差はない（図１３）。

障害者個別支援計画および支援記録に関する IT 化の現況
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図１４ 個別支援計画に役立つか

図１５ 支援記録への役立ち

�３ 個別支援計画への役立ち

個別支援計画に役立っているかとの問いにたいしては、パソコンの導入が先行してい

た長野県に比べ山梨県の方が役立っていると回答している（図１４）。

�４ 支援記録への役立ち

個別支援計画と同様に山梨県の方が役立っていると認識している（図１５）。

�５ 市販ソフトの使用

市販ソフトの使用においても長野県がやや先行している（図１６）。無回答はその他へ

算入した。

健康科学大学紀要 第７号（２０１１）
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図１６ 市販ソフトの使用

図１７ 市販ソフトの使い勝手

図１８ パソコンを導入しない理由

�６ 市販ソフトの使い勝手

市販ソフトの使い勝手は長野県に比べ山梨県の方が良いと認識している（図１７）。

６．２ パソコンを導入していない施設

パソコンを導入していない施設（山梨県１５施設、長野県２９施設）の導入しない理由を

図１８に示す。

障害者個別支援計画および支援記録に関する IT 化の現況
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ま と め

調査の結果、障害者関係施設における IT 化の現状および課題は次のように考えられ

る。

�１ 山梨県および長野県ともに、ほぼ同水準で障害者個別支援計画または支援記録の作

成における IT 化が進展している。

�２ 障害者個別支援計画および支援記録の作成に関する IT の導入は、いずれも利便性

の向上が認識されている。

�３ 障害者個別支援計画および支援記録の作成における IT の導入は、市販ソフトの購

入が多い。

�４ 市販ソフトを購入していない施設にとって、独自ソフトを開発することはあまり現

実的ではない。

�５ IT を導入していない施設は、コスト高を敬遠する傾向にある。特に山梨県の施設

において顕著である。

�６ IT を導入していない施設は、コスト高への敬遠に加え、必要性を感じないことや、

職員の操作技術に不安を抱いている。

最後に、本調査にご協力を頂いた全ての方々に深謝いたします。

注１）http : //www.nsyakyo.or.jp

注２）障害者自立支援法対応パッケージ・ソフトウェアなど IT 企業より有償で提供されているソフトウェ

ア。

本調査研究は、健康科学大学研究助成費の交付を受けて行った。
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Abstract

Ever since the Services and Supports for Persons with Disabilities Act came into

effect in 2006, the individualized support system, which meets each disabled person’s

abilities and needs, has been advocated in the field of social welfare. In line with this

trend, several software packages introduced by several Information Technology (IT)

companies have become available in the marketplace. This software is designed to

process data of individualized plans and records. Forward thinking institutions have

started using such commercially available software. For the present study, a survey

was conducted to investigate the adoption and diffusion of current IT in welfare

institutions. This study is believed to shed light on challenges of promoting the use of IT

in the field.

The findings of this study are as follows.

1. Nagano and Yamanashi Prefectures disseminate IT equally for use in planning and

recording the data.

2. Introduction of IT to both the planning and recording phases is recognized as a

means to increase convenience.

3. Many institutions use ready-made software available in the marketplace.

4. It is not feasible for those who do not possess such commercially available software

to develop their own software.

5. The institutions who do not implement such software tend to do so in order to

avoid high costs.

6. Among the institutions who do not implement such software, some do not feel the

necessity of such software while others are anxious about IT managing skills of

their employees.

Keywords : persons with disabilities act

individualized support system

individualized plan

individualized record

information Technology
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